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請求を受けた
実施機関 実施機関区分請求件数

市 長

教 育 委 員 会

選挙管理委員会

監 査 委 員

公 平 委 員 会

農 業 委 員 会

水道事業管理者

病 院 管 理 者

議 会

合 計
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※情報公開に関する相談や公文書の閲覧などに応じるため、
　市役所３階に閲覧室を設けています。
　閲覧を希望される方は総務課までお問い合わせください。

※個人情報ファイルの届出件数とは、各課で個人情報を扱っている文書の
　届出件数のことです。

総務課行政係　鈎0824‐73‐1123

平成21年度の庄原市の公文書の公開および個人情報の運用状況をお知らせします。

　市は、市政に関する情報を公開し、開かれた市政となるよう努めています。
　また、その一方で個人情報の保護が重要であることを認識し、市が保有する個人情報
について、個人情報保護条例を制定しています。

公文書の開示請求などの状況
（H22.３.31現在）1
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借
り
過
ぎ
、貸
し
過
ぎ
の
防
止
へ

　
貸
金
業
者
の
過
剰
な
貸
付
け
の
抑
制
、

金
利
体
系
の
適
正
化
な
ど
の
た
め
、６
月

18
日
に
貸
金
業
法
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　
過
剰
な
借
入
れ
や
貸
付
け
を
抑
制
す
る

た
め
に
、「
総
量
規
制
」が
導
入
さ
れ
、貸
金

業
者
か
ら
の
借
入
残
高（
数
社
か
ら
借
り

て
い
る
場
合
は
合
計
額
）が
年
収
の
1
／

3
を
超
え
て
い
る
方
は
新
規
の
借
入
れ
が

で
き
な
く
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、新
た
に
借
入
れ
る
場
合
に
、金
額

に
よ
っ
て
は「
源
泉
徴
収
票
」や「
確
定
申

告
書
」な
ど
の
年
収
を
証
明
す
る
書
類
の

提
出
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
。

【
総
量
規
制
の
対
象
】

　
消
費
者
金
融
、ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
会

社
な
ど
の
貸
金
業
者
か
ら
の
個
人
名
義
で

の
借
入
れ

【
総
量
規
制
の
対
象
外
】

●
銀
行
、信
用
金
庫
、労
働
金
庫
な
ど
の
貸 

　
金
業
者
以
外
か
ら
の
借
入
れ

●
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
る
商
品
購
入

　（
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
枠
）

●
法
人
名
義
で
の
借
入
れ

●
住
宅
ロ
ー
ン
、自
動
車
ロ
ー
ン

　
な
お
、個
人
事
業
者
は
、事
業
・
収
支
・
資

金
計
画
を
提
出
す
れ
ば
、総
量
規
制
の
基

準
を
超
え
る
借
入
れ
が
可
能
で
す
。

　
出
資
法
の
上
限
金
利
が
、29
・
2
％
か
ら

利
息
制
限
法
の
水
準
で
あ
る
15
％
～
20
％

（
借
入
金
額
に
よ
る
）に
引
き
下
げ
ら
れ
ま

し
た
。

【
注
意
】

　
出
資
法
を
上
回
る
高
金
利
で
の
貸
付
け

や
人
権
を
無
視
し
た
取
り
立
て
を
行
う「
ヤ

ミ
金
業
者
」か
ら
の
借
入
れ
は
、絶
対
に
行

わ
な
い
で
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ

市
民
生
活
課
生
活
安
全
係
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０
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４
‐
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１
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５
４

庄
原
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
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０
８
２
４
‐
７
３
‐
１
２
２
８

① 

過
剰
貸
付
け
の
抑
制

② 

金
利
体
系
の
適
正
化

「
貸
金
業
法
」が
改
正

改正前

改正後

公文書の公開と個人情報の運用状況

個人情報ファイルの届出件数および
自己情報開示など請求件数 （H22.3.31現在）2

被
保
険
者
証（
保
険
証
）を
更
新
し
ま
す

本
年
度
の
保
険
料
に
つ
い
て

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

（
減
額
認
定
証
）を
更
新
し
ま
す

　
現
在
ご
使
用
の
後
期
高
齢
者
医
療
の
保

険
証
は
、７
月
31
日
で
有
効
期
限
が
切
れ

ま
す
。新
し
い
保
険
証
の
色
は
橙（
だ
い
だ

い
）色
で
７
月
下
旬
に
郵
便
で
送
付
し
ま

す
。８
月
１
日
以
降
に
医
療
機
関
な
ど
で

受
診
す
る
際
は
、必
ず
新
し
い
保
険
証
を

使
用
し
て
く
だ
さ
い
。な
お
、有
効
期
限
の

切
れ
た
水
色
の
古
い
保
険
証
は
、ご
自
分

で
破
棄
す
る
か
、保
健
医
療
課
も
し
く
は

各
支
所
保
健
担
当
窓
口
に
返
却
し
て
く
だ

さ
い
。

【
減
額
認
定
証
と
は
】　
　
　
　
　
　

　
住
民
税
非
課
税
世
帯
で
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
被
保
険
者
の
方
が
入
院
さ
れ
た

場
合
、医
療
機
関
の
窓
口
で
減
額
認
定
証

を
保
険
証
に
添
え
て
提
示
す
る
こ
と
で
、

食
費
や
居
住
費
の
負
担
額
が
減
額
さ
れ
る

ほ
か
、医
療
費
の
１
ヶ
月
あ
た
り
の
自
己

負
担
額
も
限
度
額
ま
で
減
額
に
な
り
ま
す
。

【
更
新
に
つ
い
て
】

　
平
成
20
年
度
ま
た
は
平
成
21
年
度
に
、

減
額
認
定
証
の
申
請
を
行
っ
た
方
で
、本

年
度
も
引
き
続
き
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

方
に
は
、８
月
１
日
以
降
に
使
用
す
る
新

し
い
減
額
認
定
証
を
保
険
証
と
同
封
し
て

送
付
し
ま
す
。た
だ
し
、現
在
、減
額
認
定

証
を
お
持
ち
の
方
で
あ
っ
て
も
、本
年
度

に
住
民
税
課
税
世
帯
と
な
る
方
に
つ
い
て

は
、認
定
用
件
に
該
当
し
な
い
た
め
減
額

認
定
証
は
同
封
し
ま
せ
ん
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

前
年
の
所
得
を
基
に
計
算
さ
れ
ま
す
。本

年
度
の
保
険
料
の
決
定
通
知
は
７
月
中
旬

に
送
付
し
ま
す
。保
険
料
の
支
払
方
法
は
、

原
則
、年
金
天
引
き（
特
別
徴
収
）に
な
り

ま
す
が
、７
月
か
ら
９
月
は
納
付
書
な
ど

（
普
通
徴
収
）に
よ
り
お
支
払
い
い
た
だ
く

場
合
が
あ
り
ま
す
。保
険
料
に
関
す
る
通

知
書
が
届
い
た
場
合
は
、計
算
・
支
払
方
法

な
ど
の
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

保
健
医
療
課
医
療
予
防
係

鈎
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８
２
４
‐
７
３
‐
１
１
５
５

ま
た
は
各
支
所
市
民
生
活
室

広
島
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

鈎
０
８
２
‐
５
０
２
‐
３
０
１
０

後
期
高
齢
者
医
療

後
期
高
齢
者
医
療

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険

□△○病院 □△○病院

Ａ科

Ｂ科

Ｃ科

12,000円

5,000円

8,000円

×

×

×

詳しくは、保健医療課国保年金係または各支所市民生活室へお問合せください。

保
健
医
療
課
国
保
年
金
係

鈎
０
８
２
４
‐
７
３
‐
１
１
５
８

診療代
（一部負担金）

合算
対象

受診科

Ａ科

Ｂ科

Ｃ科

12,000円

5,000円

8,000円

25,000円 ○

診療代
（一部負担金）

合算対象受診科

変更前 変更後

　
現
在
ご
使
用
の
国
民
健
康
保
険
の
保
険

証
は
、7
月
31
日
で
有
効
期
限
が
切
れ
ま

す
。

　
8
月
1
日
か
ら
有
効
と
な
る
新
し
い
保

険
証
を
7
月
下
旬
に
簡
易
書
留
郵
便
で
世

帯
主
宛
に
発
送
し
ま
す
の
で
、8
月
1
日

以
降
に
医
療
機
関
な
ど
で
受
診
す
る
際
は
、

新
し
い
保
険
証
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、有
効
期
限
の
切
れ
た
保
険
証
は
破

棄
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、他
の
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
場
合
は
、国
民
健
康
保
険
の
資
格
喪
失

手
続
き
が
必
要
で
す
の
で
、市
民
生
活
課

戸
籍
住
民
係
ま
た
は
各
支
所
市
民
生
活
室

で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　　
70
歳
未
満
の
方
の
高
額
療
養
費
は
、同

一
月
同
一
医
療
機
関
で
の
診
療
に
よ
る
一

部
負
担
金
が
2
万
1
0
0
0
円
以
上
あ
れ

ば
、そ
れ
を
合
算
し
て
世
帯
の
所
得
の
区

分
に
応
じ
た
限
度
額
を
超
え
た
場
合
に
、

申
請
に
応
じ
て
限
度
額
を
超
え
た
部
分

を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
制
度

で
す
。

　
こ
れ
ま
で
は
、※
旧
総
合
病
院
内
で
同

一
月
の
内
に
複
数
の
診
療
科
を
受
診
し
た

場
合
、各
診
療
科
を
そ
れ
ぞ
れ
別
の
医
療

機
関
と
み
な
し
、そ
れ
ぞ
れ
の
診
療
科
ご

と
に
2
万
1
0
0
0
円
以
上
の
負
担
が
な

い
と
合
算
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
で
し
た

が
、４
月
の
診
療
分
か
ら
旧
総
合
病
院
内

で
の
診
療
に
つ
い
て
は
各
診
療
科
を
合
わ

せ
て
2
万
1
0
0
0
円
以
上
の
負
担
が
あ

れ
ば
合
算
対
象
と
な
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。

　
な
お
、
内
科

や
外
科
な
ど
の

医
科
と
歯
科
、

ま
た
入
院
と
外

来
の
区
別
に
つ

い
て
は
こ
れ
ま

で
ど
お
り
で
す
。

※
旧
総
合
病
院

と
は
、
許
可
病

床
数
１
０
０
床

以
上
で
主
要
な

診
療
科
を
含
む

病
院
の
こ
と
で
す
。

（
庄
原
赤
十
字

病
院
、
三
次
中

央
病
院
な
ど
）

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証 (

保
険
証)

を

更
新
し
ま
す

高
額
療
養
費
の
算
定
方
法
が

一
部
変
更
に
な
り
ま
し
た

保険証を更新します


